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平成１７年度

大学院高度化推進研究費

助成金報告

不登校研究における家庭要因論

一新たな理論枠組の構築一

青 田泰明

1．問題の所在

１９７０年代半ばから増加し続けてきた「学校に行かない・行けない」子どもたちは，２００２年に若干減

少したものの，その後も依然として１３万人前後の高水準を維持し続けており，行政や民間によりさま

ざまな施策（｢適応指導教室」や「スクールカウンセラー｣、「フリースクール/スペース」など）が試み

られているにもかかわらず，いまだ沈静化の兆しは見えていない。

「学校に行かない・行けない」行為である｢不登校｣は，１９５０年代以降｢学校恐'怖症｣や｢登校拒否｣と

呼ばれ，「治療すべき症状」として構築されてきた結果，主に心理学領域や精神医学領域が研究・分析の

主戦場として位置づけられ，社会学領域における知見の蓄積は決して豊富とは言えないのが現状であ

る。しかしながら，不登校という現象を，学校空間に対する子どもの不適合として，すなわち，学校と

いう「場」における価値の衝突の産物と捉えれば，それは極めて社会学的な分析対象であると筆者は考

える。

また，１９８０年代以降，「不登校が家族のあり方とつながっているという漠然とした印象に訴える力は

あっても，両者のつながりを説得的に解明するものではなかった」（石戸1995:２４４頁）ことに対する批

判と、「学校教育が非常に劣化してきており，たとえば画一化とか知育偏重とか管理教育，あるいは受験

体制とかの進行こそが不登校を生んでいるんだという議論」（滝川1998:２９頁）との相互作用の中で，

不登校は「学校に対する異議申し立て行為」として再構築され（滝川1998,加野2001)，その結果，不

登校をめぐる議論はその生成に関わる学校要因にばかり焦点化してくこととなった。今や，家庭要因論

は（精神医学・心理学的分析だけでなく社会学的分析も含めて）周縁化されつつあるといえるだろう

(石戸1995)。

しかしながら，「個人主義の拡散による学校価値の低下」（滝川1998，畠中2000)，もしくは「個人主

義と学校的管理主義との乳蝶」（森田1991）として不登校を捉え解釈するそれら学校要因論は，学校空

間への参入時点での｢学校に対する子どもの適応能力の等質1性｣を前提にしている点で，明らかに問題を

包含している。当然，不登校と学校要因は切り離せないものであるが，そもそも学校という「場｣に対す

る子どもの適応能力自体が，家庭という「場｣で培われる部分が大きいことを考えれば，家庭要因に着目

する重要性は自明のものといえるだろう。子どもにとっての家庭環境の影響力の強さ，特に母親の影響

力の強さは，既に多くの先行研究が明らかにしているところであり，そのような生得的環境の差異を軽

視した状態での分析は，的確な不登校理解を妨げ，的確な不登校援助をも困難にしてしまうと筆者は考
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える。よって本研究では，母子関係を分析の中核に位置づけ，子どもの不登校行為に及ぼす「母親の文

化的志向性」の影響に着目し，文化的再生産の理論枠組みを援用しながら分析・検討を試みる。

また，本研究では，不登校をめぐるジェンダー問題にも焦点化し分析を試みた。ジェンダー問題はさ

まざまな社会的場面において複雑かつ多様に存在し、それは不登校現象においても例外ではない。臨床

の現場に立つ精神科医やカウンセラーは，中学校段階での不登校の男女比には偏りが見られることを指

摘しており（岡崎ら1980，若林1983，稲村１９８８他)，それは不登校現象の性差に関する先行研究をま

とめた稲村(1994)や佐藤(2005)による報告とも符号している。また社会学領域においても，森田

(2001)が，不登校経験に対する評価や，中学校卒業後の進路形成に性差が見られることを指摘してい

る。しかしながら，不登校問題における性別差異は，治療やケアという臨床の場においては自明の課題

として捉えられながらも，それに焦点化した研究は，膨大な不登校研究の蓄積の中では決して豊富であ

るとは言い難い。また，従来の議論の多くは，客観的事実としての男女差を指摘しながらも，その差異

を生み出す要因について具体的に言及することはなく，たとえ言及したとしても，こうした差異を発達

段階上の本質的な性別差異と見なし，社会的な性別役割規範に基づく差異として捉える傾向にはなかっ

た。伝統的なジェンダー規範による役割期待の圧力は，不登校経験に差異を生じさせる一要因として関

心を持たれながらも，分析の中核に位置づられるまでには至っていなかったといえるだろう。しかしな

がら，家庭や学校などの社会的「場」を媒介として内面化されるジェンダー規範が，私たちの行為や役

割を規定している以上，不登校に直面する子どもたちの意識についてジェンダー的視角を向けることの

必要性と重要性は，疑いの余地がないことと思われる。またその際，不登校経験の生成要因にのみジェ

ンダー的差異を見出すのではなく，不登校経験の途上に身を置く子どもたちの意識に対し目を向けるこ

とも，的確な不登校理解を導くためには重要なことであるだろう。社会的支持を受けるライフコースか

らの離脱に対する子ども自身の意識や葛藤に分析視角を焦点化することは，効果的な不登校支援・援助

方法を形成するためには欠かせないことと考える。

本研究では,不登校経験者とその親を対象にインタビュー調査を実施し，そこで得られた知見を基に，

上記課題について分析を試みていく。

2．調査の手法および対象

本研究は,神奈川県内のフリースペース『風の家』(仮名）において昨年度から継続的に実施している，

不登校経験児とその母親を対象にしたライフヒストリー・インタビューによって得られた知見を分析

データとして用いた。

筆者は「風の家』でボランティアスタッフとして働いており調査対象者とのラポールは，主にそこ

でのボランティア活動時や，「風の家｣主宰の自由参加の行事(キャンプ，遠足，クリスマス会など)にお

いて，形成するに至った。調査対象者たちからは，幼稚園時代から現在に至るまでのライフヒストリー

を，家庭教育経験（勉強経験，しつけ経験など)，学校外教育経験（お稽古事，塾など)，学校内経験（友

人関係,教師関係,成績など)、両親との関係などに焦点化して聞き取った。また不登校経験については，

契機となった要因，両親の反応，生活様式，周囲の反応，進学意欲などに関する「語り」を収集した。

3．結論

本研究においては，インタビュー調査で得られた「語り」を分析し，①生育環境で培われる「学校。
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教育志向性」が不登校生成に影響を及ぼす可能性，②不登校の土壌となる「学校・教育志向性」を形成

する「心的諸傾向のシステム」（＝学校・教育に関わるハビトゥス）が〆母親の文化資本に優位性を担保

しながら世代的に再生産されている可能性，③不登校は必ずしもオルタナティブな教育選択につながる

行為ではなく，顕在的には正統性に反旗を翻しながらも，潜在的には正統性への服従に'直‘隙を抱き続け

る，アンビバレントな意識に基づく行為である可能性，④女子の不登校がジェンダー規範(女性‘性)との

間に大きな執蝶を生起させないのに対し，男子の不登校はジェンダー規範(男性性)喪失の危機に結合す

る可能性を包含している可能性,⑤子どもたちは自身の不登校経験に対する肯定的評価は，「社会規範へ

の再統合」が生起させた安堵感に基づく意識であった可能性，などを指摘した。

今後は，上記のような特徴に関して，さまざまな領域の先行研究を参考にしながら，継続的に聞き取

り調査を実施することで，考察を継続して進めていく。
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